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島根原子力発電所原子炉施設保安規定の変更認可申請について 

 

 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の２４第１項の規

定により、下記のとおり島根原子力発電所原子炉施設保安規定の変更認可を申請いたしま

す。 

 

記 

 

１．変更の内容 

 昭和４８年４月２６日付け４８原第４２５３号で認可を受け、昭和４９年３月１２

日付け４９原第９３９号、昭和５０年１０月２８日付け５０原第７８８３号、昭和５

１年７月２９日付け５１安（原規）第３５号、昭和５２年３月９日付け５２安（原規）

第２１号、昭和５２年５月３１日付け５２安（原規）第１３０号、昭和５２年７月６

日付け５２安（原規）第１８７号、昭和５４年６月１９日付け５４資庁第８３５３号、

昭和５５年５月２２日付け５５資庁第６４３０号、昭和５５年８月２９日付け５５資

庁第１０６０１号、昭和５６年４月２日付け５６資庁第３１０１号、昭和５６年６月

１９日付け５６資庁第７５５４号、昭和５６年８月２０日付け５６資庁第１０４４８

号、昭和５７年２月２６日付け５７資庁第２５３０号、昭和５７年７月３１日付け５

７資庁第１０８８１号、昭和５９年５月１８日付け５９資庁第６５６４号、昭和５９



 

 

年１１月９日付け５９資庁第１２９６７号、昭和６３年１月２９日付け６２資庁第１

６３３８号、平成元年２月９日付け元資庁第３１０号、平成元年３月３１日付け元資

庁第３５０４号、平成２年３月２３日付け２資庁第１８７８号、平成３年１月３０日

付け２資庁第１４６４４号、平成４年１月２４日付け３資庁第１４１７９号、平成５

年６月２４日付け５資庁第６１９５号、平成５年１０月２７日付け５資庁第１１４４

５号、平成６年１月２７日付け５資庁第１４４６０号、平成７年１月２５日付け６資

庁第１４３９２号、平成８年５月２７日付け８資庁第４６７６号、平成１１年１月２

９日付け平成１０・１２・１８資第２５号、平成１１年６月１８日付け平成１１・０

５・３１資第１０号、平成１２年５月２３日付け平成１２・０５・１２資第７号、平

成１３年１月５日付け平成１２・０９・２０資第７号、平成１３年２月２３日付け平

成１３・０２・１５原第１３号、平成１３年３月３０日付け平成１３・０３・２３原

第１９号、平成１３年９月１９日付け平成１３・０９・０３原第１２号、平成１４年

２月２５日付け平成１４・０２・０４原第３号、平成１４年１０月２２日付け平成１

４・１０・０２原第１０号、平成１５年１月３１日付け平成１４・１２・２６原第１

５号、平成１５年１０月２３日付け平成１５・１０・０３原第１４号、平成１５年１

２月１６日付け平成１５・１１・１８原第１６号、平成１６年５月２０日付け平成１

５・１２・２５原第４７号、平成１６年６月１４日付け平成１６・０６・０４原第１

９号、平成１７年１月２６日付け平成１６・１２・２７原第３７号、平成１７年４月

２１日付け平成１７・０４・０８原第１１号、平成１７年６月２８日付け平成１７・

０６・１３原第２６号、平成１７年１２月１２日付け平成１７・１１・１８原第１９

号、平成１８年２月２２日付け平成１８・０１・３０原第４号、平成１８年８月２４

日付け平成１８・０７・０４原第１６号、平成１９年１月２４日付け平成１８・１２・

２６原第１２号、平成１９年８月３１日付け平成１９・０７・３１原第２０号、平成

１９年１２月１３日付け平成１９・０９・２８原第２３号、平成１９年１２月１３日

付け平成１９・１１・３０原第２６号、平成２０年１月２１日付け平成１９・１２・

２０原第３６号、平成２０年８月２２日付け平成２０・０７・１１原第１７号、平成

２０年１２月１２日付け平成２０・１０・３１原第１６号、平成２１年１月１９日付

け平成２０・１２・１６原第１３号、平成２１年８月３１日付け平成２１・０８・０

５原第１号、平成２２年１月２２日付け平成２１・１２・２５原第４号、平成２２年

９月６日付け平成２２・０８・０５原第３号、平成２２年９月２９日付け平成２２・

０９・１５原第２号、平成２３年２月２５日付け平成２２・１１・１９原第２号、平



 

 

成２３年４月４日付け平成２３・０３・０１原第５号、平成２３年５月６日付け平成

２３・０４・０８原第３４号、平成２３年５月１１日付け平成２３・０４・２２原第

１４号、平成２３年１２月２２日付け平成２３・１０・１９原第２２号、平成２４年

６月２６日付け平成２４・０５・２９原第２号、平成２４年９月６日付け２０１２０

７３１原第８号、平成２５年２月６日付け原管Ｂ発第１３０１０７００１号、平成２

５年７月５日付け原管Ｂ発第１３０７４５号、平成２６年１月９日付け原管Ｂ発第１

４０１０９１号、平成２６年２月２６日付け原管Ｂ発第１４０２２６１号、平成２７

年５月１１日付け原規規発第１５０５１１６号、平成２７年６月１７日付け原規規発

第１５０６１７４号、平成２８年３月２４日付け原規規発第１６０３２４１０号、平

成２８年９月１日付け原規規発第１６０９０１２号、平成２８年１０月２５日付け原

規規発第１６１０２５４号、平成２９年４月１９日付け原規規発第１７０４１９６号、

平成２９年９月２７日付け原規規発第１７０９２７２号、平成３１年３月５日付け原

規規発第１９０３０５５号、令和２年９月１７日付け原規規発第２００９１７８号、

令和３年３月２３日付け原規規発第２１０３２３２号および令和４年３月１１日付

け原規規発第２２０３１１１号で変更認可を受けた島根原子力発電所原子炉施設保

安規定の記述を、別添の島根原子力発電所原子炉施設保安規定変更前後比較表の変更

後欄のとおり変更する。（ただし、下線は含まない。） 

 

２．変更の理由 

（１）島根原子力発電所２号炉原子炉棟大物機器搬入口の耐震対策工事完了に伴う変更 

島根原子力発電所２号炉原子炉棟大物機器搬入口の耐震対策工事完了に伴い、以下

の管理区域図を変更する。 

添付２ 管理区域図（第９１条，第９２条関連） 

 

３．施行期日 

（１）この原子炉施設保安規定は、原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に

施行する。 

（２）添付２ 管理区域図「図１４．２号原子炉建物１階，２号タービン建物２階，２号

廃棄物処理建物１階」の変更は、管理区域の変更をもって適用することとし、それま

での間は従前の例による。 

 

以 上 



 

 

別 添 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所原子炉施設保安規定変更前後比較表 

 



島根原子力発電所原子炉施設保安規定変更前後比較表 

- １ - 

変更前 変更後 備  考 

 

 

 

 

添 付 ２  管 理 区 域 図 

（第９１条，第９２条関連） 

 

 

 

管理区域表示凡例 

 

    

    

    

   管理区域※１ 

   汚染のおそれのない管理区域 

 

 

※１：第９２条第１項（２）に該当する管理区域を示す。ただし，管理区域全体図に 

ついては，汚染のおそれのない管理区域が含まれている場合がある。 

 

 

 

 

添 付 ２  管 理 区 域 図 

（第９１条，第９２条関連） 

 

 

 

管理区域表示凡例 

 

    

    

    

   管理区域※１ 

   汚染のおそれのない管理区域 

 

 

※１：第９２条第１項（２）に該当する管理区域を示す。ただし，管理区域全体図に 

ついては，汚染のおそれのない管理区域が含まれている場合がある。 

・島根原子力発

電所２号炉

原子炉棟大

物機器搬入

口の耐震対

策工事完了

に伴う変更

（本頁は変

更なし） 



島根原子力発電所原子炉施設保安規定変更前後比較表 

- ２ -

変更前 変更後 備  考 

・島根原子力発

電所２号炉

原子炉棟大

物機器搬入

口の耐震対

策工事完了

に伴う変更

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



島根原子力発電所原子炉施設保安規定変更前後比較表 

- ３ - 

変更前 変更後 備  考 

（附則を加える） 附則（令和 年  月  日  号） 

（施行期日） 

第１条 この原子炉施設保安規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行す

る。 

２．添付２ 管理区域図「図１４．２号原子炉建物１階，２号タービン建物２階，２号廃棄物処理

建物１階」の変更は，管理区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

 

・附則の追加 

 


	名称未設定



